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私の文化財保護法研究の歩み


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































27ËThe Protection of cultural heritage in Japan"（「日本における文化遺産の保存」）研究
年報「社会科学研究」（山梨学院大学）号1990年月
28「文化権の構造と特性」法学論集（山梨学院大学）20号1991年12月
29「リゾート開発と文化財保護」明日への文化財31号1992年月
30「自治体の環境保護行政における歴史的文化的環境」山梨学院大学行政研究センター編
『政策課題と研修』1992年11月
31「遺跡の危機と遺跡調査費用負担制度」法学論集27号1993年12月
32『遺跡保存を考える』（岩波新書）1994年月
33「遺跡保護システムの改善に向けて」『山梨考古学論集』Ⅲ1994年
月
34「伊場遺跡事件」別冊ジュリスト『公害・環境判例百選』1994年月
35連載「歴史保存を考える」『古都』（古都保存財団）号（1994年）〜11号（1996年）
36「文化行政領域における住民利益の手続的保障」兼子・磯部編『手続法的行政法学の理
論』勁草書房1995年月
37「和歌の浦景観訴訟」（判例研究）法学論集32号1995年月
38「文化財保護法第次改訂について」明日への文化財40号1997年
月
39「伊場遺跡保存問題と現代日本社会」堤口康博・大浜啓吉編『現代社会の現状分析』敬
文堂1997年11月
40「国民のための文化財保護法づくり」山梨考古学論集Ⅳ1999年
月
41『遺跡とともに20年』（山梨県考古学協会）1999年月
42「原因者負担制度をめぐって」明日への文化財43・44号（1999年12月）
43「文化財保護法第
次改訂の問題点」明日への文化財43・44号（1999年12月）
44「歴史的環境と生涯学習」『大学改革と生涯学習』（山梨学院大学生涯学習センター）
号2000年月
山梨学院ロー・ジャーナル
34
45「地方分権改革と文化財保護法第
次改訂」法学論集45号2000年
月
46「曲がり角に来た文化財（遺跡）保護システム」明日への文化財45号2000年
月（1998
年月の文化財保存全国協議会大会記念講演）
47「そごうグループ倒産と長屋王遺跡」（ホット・アングル）世界681号2000年11月
48「遺跡保存運動の現在と未来」（特集・20世紀の日本考古学）歴史評論615号2001年	月
49「歴史的環境とその保護主体に関する試論」『大学改革と生涯学習』	号2003年月
50「住居表示と原告適格」磯部・小幡・斎藤編別冊ジュリスト『地方自治判例百選』（
版）2003年10月
51「伊場遺跡事件──史跡保存を求める地元研究者の原告適格」淡路・大塚・北村編別冊
ジュリスト『環境法判例百選』2004年月30日
52「地方分権改革と合併時代の遺跡保護行政」山梨県考古学協会編『山梨考古学論集』V
2004年
月。
53「歴史的環境論に関する覚書」差止訴訟原告団・弁護団編『吉野山と歴史的環境権─ゴ
ルフ場反対訴訟と裁判の記録』つむぎ出版2004年
54「分権改革後の遺跡保護行政」考古学研究51巻号2004年月
55「環境行政訴訟の原告適格論の再検討」法学論集54号2005年月
56「文化財保護をめぐる若干の問題」考古学研究52巻号2005年月
57「遺跡保護制度と遺跡調査の市場化─スウェーデンでの調査を参考に」山梨学院大学法
科大学院『ロー・ジャーナル』号2007年	月
58「景観法の成立と地域住民」兼子先生古稀記念論文集刊行会編『分権化時代と自治体法
学』勁草書房2007年11月
59「スウェーデンの遺跡保護制度と事前調査の実際」考古学研究54巻号（2007年月）
60「町田市遺跡調査団事件」（判例研究）山梨学院大学法科大学院『ロー・ジャーナル』
号2007年	月
61「市町村合併・地方分権と文化財」明日への文化財61号2009年月（2008年月の文化
財保存全国協議会大会基調講演）
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